１．「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律案」

（新法までのつなぎ法案）

●附則第二条「政府は、障害保健福祉施策を見直すに当たって、難病の者等に対する支援及び障害者等に対する移動支援の在り方について必要な検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」に関連した以下の事項について、早急、着実に実行して下さい。
①難病の者等に対する支援のための早急な予算措置

日本の障害の範囲は他の先進諸国と比べて大変狭く定義されている。欧米では人口の２０％程度が障害者とされているが、日本は５％程度に過ぎない。これは障害者の実数に差があるのではなく、日本は障害者手帳の所持をサービス利用の要件とし、入り口規制しているためである。障害者手帳はサービスが必要な人でも疾病の臓器ごとに対象・対象外がきまるような大変偏った基準で定められている。今回成立した新法までのつなぎ法案によって、発達障害が対象となることが明記された一方、高次脳機能障害や難病等の問題は未解決なままとなっている。

「総合福祉法」（仮）においては、障害手帳を要件とせず、サービスを必要とするすべての障害者が利用出来るような普遍的な仕組みが必要となる。そのために、早急かつ着実・誠実に実施するべく、2011年度に「手帳要件を課さないモデル事業等」（仮称）の予算を確実に確保すること。

②同行援護の政省令について、並びに「移動支援事業」に関する国・都道府県の財政確保

●同行援護はその対象となる重度の視覚障害者の判定基準、対象範囲が明確にされておらず政省令事項となっている。政省令の策定に当たっては、推進会議等と十分連携して、以下の点に留意して策定すること。

　より多くの移動に困難を抱える視覚障害者が利用できるよう、狭い範囲での基準とならないようすべきである。その判定ツールは簡便でかつ、推進会議の議論を踏まえ、障害の社会モデルの考え方に基づいたものとし、医学的見地からの画一的なものとならぬようにすること。

これまで移動支援事業で行われてきた柔軟な対応により利用できていた人が利用できなくなることのないよう、ヘルパー資格要件や事業所指定要件などをより幅の広く設けること。

●また、現在、「総合福祉部会」では、「視覚障害者や知的障害者、精神障害者等の移動支援も基本的に個別給付として、国の財政責任を明確にする」との方向で検討が進められている。

こうした方向をふまえて、当面、地域生活支援事業に残される「移動支援事業」に関して、別枠で、国1/2・都道府県1/4の補助金清算という仕組みにする等、国・都道府県の財政支援を強化すること。

２．同法案　衆参附帯決議二「指定特定相談支援事業者がサービス等利用計画案を作成する際に、障害者等の希望等を踏まえて作成するよう努めるようにすること」に関連して、サービス利用計画並びに基幹相談支援事業に関連した政省令等について、以下の点に留意して推進会議等と十分連携して策定して下さい。

①サービス利用計画を利用者全員に義務化することは、障害者権利条約・第３条（一般原則）に掲げられている「個人の自律・自己決定の尊重」の点からも問題がある。使いたい人は利用できるという仕組みとして、全利用者に義務化することは避けること。

②サービス利用計画の個別給付拡大の仕組みでは、「手厚い支援が必要な障害者」でも「サービスのパッケージングで済む障害者」でも一件とカウントされるので、「手厚い支援が必要な障害者」の支援が忌避される「事業所による逆選択」も起きかねない。

そうした事態を防ぐために、「サービス利用計画の個別給付分」として確保した財源を、例えば「安心サポート相談支援事業」（仮称）などの予算に組み換えて、相談支援に従事する者の人件費に予算を付ける仕組みとすること。また、本人中心の相談となるよう、ピアカウンセリングやエンパワメント支援等を各種相談機関の必須事業とすること。

③市町村から委託を受けている基幹相談支援センターはどうしても市町村寄りの立場に立ってしまいかねない。市町村の支給決定基準を見て、その枠内でサービス利用計画をつくる可能性が高くなることを危惧せざるを得ない。
　「障害者等の希望等を踏まえて作成」との附帯決議をふまえて、利用者のニーズに基づく計画策定を事業者の責務に課すこと。

